
５年度決算見込 ４年度決算 増減数
対前年度比伸び率

（％）

組合数 1,380  1,383 -3  -

被保険者数（人） 16,744,284  16,596,713 147,571 0.89

被扶養者数（人） 11,352,112  11,652,600 -300,488 -2.58

扶養率（人） 0.68  0.70  0 -2.86

平均標準報酬月額（円） 389,033 382,912 6,121 1.60

平均標準賞与額（円） 1,237,986  1,219,950 18,036 1.48

平均保険料率（％） 9.27  9.26  0 0.13

特定保険料率（％） 3.91  3.79  0 3.14

前期高齢者数（人） 949,370  974,425  -25,055 -2.57

前期高齢者加入率（％） 3.40  3.44  0 -1.16

前期高齢者１人当たり医療給付費（円） 371,190  354,839  16,351 4.61

健康保険収入 87,211  84,916  2,295 2.70

保険料 87,184  84,888  2,295 2.70

国庫負担金収入等 27  27  0 0.47

その他収入 1,103  1,143  -41 -3.57

88,313  86,059  2,255 2.62

事務費 1,282  1,246  35 2.84

保険給付費 47,301  44,903  2,398 5.34

法定給付費 46,314  43,980  2,334 5.31

付加給付費 987  923  64 6.91

支援金・拠出金 計 36,526  34,057  2,469 7.25

後期高齢者支援金 21,526  19,641  1,884 9.59

前期高齢者納付金 14,999  14,413  586 4.06

退職者給付拠出金 0 0 0 -53.59

病床転換支援金 0 0 0 -50.75

日雇拠出金 1 2  -1 -62.33

保健事業費 3,815  3,715  101 2.71

その他支出 756  770  -14 -1.80

89,680  84,691  4,989 5.89

-1,367 1,368 -2,734

経常収支黒字組合数 654  825 -171

全組合に対する割合（％） 47.39 59.65  -12

経常収支黒字組合の黒字総額（億円） 1,500  2,895 -1,394 -48.17

１組合当たり黒字額（億円） 2  4 -1 -34.62

経常収支赤字組合数 726  558 168

全組合に対する割合（％） 52.61 40.35  12.26

経常収支赤字組合の赤字総額（億円） -2,867 -1,527 -1,340 87.74

１組合当たり赤字額（億円） -4 -3 -1 44.30

経常収支差引額

黒

字

・

赤

字
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出

経常支出計

令和５年度健保組合決算見込 経常収支状況等 （単位：億円）

適

用

・

財

政

指

標

経

常

収

入
経常収入計

1. 組合数は３月末の数値である。
2. 単位未満の数は四捨五入しているため、各項目の計と合計は一致しないことがある。
3. 増減数と対前年度伸び率は円単位で計算したのちに四捨五入をしているため、億円単位で計算したものと一致しないことがある。
4. 被保険者数は年間平均、被扶養者数は3月末の数値である（特例退職被保険者及び特例退職被保険者の被扶養者を含む）。
5. 扶養率は3月末被扶養者数を3月末被保険者数で除した値である。
6. 平均保険料率(調整保険料率を含む）及び特定保険料率は単純平均である。
7. 経常収入とは、収入総額から「調整保険料収入」、「繰越金」、「繰入金(退職積立金繰入、保証金積立金繰入を除く)」、「組合債」、「寄付金」、「国庫補

助金収入(特定健康診査・保健指導補助金を除く）」、「財政調整事業交付金」、「雑収入・不用財産等売払代、補助金等追加収入」、「介護勘定受入」を除い
て算出した額である。

8. 経常支出とは、支出総額から「調整保険料還付金」、「営繕費」、「財政調整事業拠出金」、「積立金・その他（経常外分）」、「財政運営安定資金」、「雑
支出・補助金等返還金支出」、「介護勘定繰入」を除いて算出した額である。なお、経常収支科目のうち過年度分収支未済分は除き、当年度分収支未済分は加
算して算出している（拠出金の未済分は、前期高齢者納付金で調整している）。

9. 経常収入欄のその他収入とは、「退職積立金繰入」、「保証金積立金繰入」「特定健康診査・保健指導補助金」、「特定健康診査等事業収入」、「病院診療所
収入」、「訪問看護事業収入」、「介護老人保健施設収入」、「前期高齢者交付金」、「雑収入（経常分）」、「その他」の合計である。

10. 経常支出欄のその他支出とは、「組合債費」、「保険料還付金（調整保険料還付金を除く）」、「病院診療所費」、「訪問看護事業費」、「介護老人保健施設
費」、「連合会費」、「出資金」、「積立金（経常分）」、「雑支出（経常分）」、「その他」の合計である。
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５年度決算見込 ４年度決算 増減数
対前年度比伸び率

（％）

組合数 1,380  1,383 -3    -

被保険者数（人） 16,744,284  16,596,713 147,571 0.89

被扶養者数（人） 11,352,112  11,652,600 -300,488 -2.58

扶養率（人） 0.68  0.70  0 -2.86

平均標準報酬月額（円） 389,033 382,912 6,121 1.60

平均標準賞与額（円） 1,237,986    1,219,950 18,036 1.48

平均保険料率（％） 9.27   9.26   0 0.13

特定保険料率（％） 3.91   3.79   0 3.14

前期高齢者数（人） 949,370  974,425  -25,055 -2.57

前期高齢者加入率（％） 3.40  3.44   0 -1.16

前期高齢者１人当たり医療給付費（円） 371,190  354,839  16,351 4.61

健康保険収入 8,721,090,529  8,491,561,871  229,528,658 2.70

保険料 8,718,363,348  8,488,847,322  229,516,026 2.70

国庫負担金収入等 2,727,181    2,714,549    12,632 0.47

その他収入 110,255,369   114,332,666   -4,077,297 -3.57

8,831,345,839  8,605,894,537  225,451,302 2.62

事務費 128,178,042   124,633,021   3,545,021 2.84

保険給付費 4,730,116,213  4,490,328,591  239,787,622 5.34

法定給付費 4,631,447,749  4,398,033,341  233,414,408 5.31

付加給付費 98,668,456  92,295,250  6,373,206 6.91

支援金・拠出金 計 3,652,556,824  3,405,688,465  246,868,359 7.25

後期高齢者支援金 2,152,573,563  1,964,132,458  188,441,105 9.59

前期高齢者納付金 1,499,893,358  1,441,329,750  58,563,608 4.06

退職者給付拠出金 21,293   45,880   -24,587 -53.59

病床転換支援金 2,807 5,700 -2,893 -50.75

日雇拠出金 65,803 174,677  -108,874 -62.33

保健事業費 381,510,293   371,455,604   10,054,689 2.71

その他支出 75,641,119  77,030,597  -1,389,478 -1.80

8,968,002,491  8,469,136,278  498,866,213 5.89

-136,656,652 136,758,259 -273,414,911

経常収支黒字組合数 654  825 -171

全組合に対する割合（％） 47.39 59.65    -12

経常収支黒字組合の黒字総額（千円） 150,024,782   289,458,899 -139,434,117 -48.17

１組合当たり黒字額（千円） 229,396  350,859 -121,464 -34.62

経常収支赤字組合数 726  558 168

全組合に対する割合（％） 52.61 40.35    12.26

経常収支赤字組合の赤字総額（千円） -286,681,434 -152,700,640 -133,980,794 87.74

１組合当たり赤字額（千円） -394,878 -273,657 -121,221 44.30

経常収支差引額
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経常支出計

令和５年度健保組合決算見込 経常収支状況等 （単位：千円）

適

用

・

財

政

指

標

経

常

収

入
経常収入計

1. 組合数は３月末の数値である。
2. 単位未満の数は四捨五入しているため、各項目の計と合計は一致しないことがある。
3. 被保険者数は年間平均、被扶養者数は3月末の数値である（特例退職被保険者及び特例退職被保険者の被扶養者を含む）。
4. 扶養率は3月末被扶養者数を3月末被保険者数で除した値である。
5. 平均保険料率(調整保険料率を含む）及び特定保険料率は単純平均である。
6. 経常収入とは、収入総額から「調整保険料収入」、「繰越金」、「繰入金(退職積立金繰入、保証金積立金繰入を除く)」、「組合債」、「寄付金」、「国庫補

助金収入(特定健康診査・保健指導補助金を除く）」、「財政調整事業交付金」、「雑収入・不用財産等売払代、補助金等追加収入」、「介護勘定受入」を除い
て算出した額である。

7. 経常支出とは、支出総額から「調整保険料還付金」、「営繕費」、「財政調整事業拠出金」、「積立金・その他（経常外分）」、「財政運営安定資金」、「雑
支出・補助金等返還金支出」、「介護勘定繰入」を除いて算出した額である。なお、経常収支科目のうち過年度分収支未済分は除き、当年度分収支未済分は加
算して算出している（拠出金の未済分は、前期高齢者納付金で調整している）。

8. 経常収入欄のその他収入とは、「退職積立金繰入」、「保証金積立金繰入」「特定健康診査・保健指導補助金」、「特定健康診査等事業収入」、「病院診療所
収入」、「訪問看護事業収入」、「介護老人保健施設収入」、「前期高齢者交付金」、「雑収入（経常分）」、「その他」の合計である。

9. 経常支出欄のその他支出とは、「組合債費」、「保険料還付金（調整保険料還付金を除く）」、「病院診療所費」、「訪問看護事業費」、「介護老人保健施設
費」、「連合会費」、「出資金」、「積立金（経常分）」、「雑支出（経常分）」、「その他」の合計である。
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５年度決算見込 ４年度決算 増減数
対前年度比伸び率

（％）

健康保険収入 520,840 511,641 9,199 1.80

保険料 520,677 511,478 9,199 1.80

国庫負担金収入 159 160 -1 -0.87
その他 4 3

退職積立金繰入 264 221

1
 43

22.77 

19.55
保証金積立金繰入 0 1 -1 -85.06

特定健康診査・保健指導補助金 162 164 -1 -0.85

特定健康診査等事業収入 429 426 4 0.87

病院診療所収入 3,094 3,441 -347 -10.08

訪問看護事業収入 2 5 -3 -54.95

介護老人保健施設収入 171 167 3 2.02

前期高齢者交付金 0 2 -2 -89.24

雑収入 2,446 2,459 -14 -0.56

その他 15 2 13 533.40

527,425 518,530 8,894 1.72

事務費 7,655 7,510 146 1.94

保険給付費 282,491 270,555 11,936 4.41

法定給付費 276,599 264,994 11,604 4.38

付加給付費 5,893 5,561 332 5.96

拠出金計 218,138 205,203 12,935 6.30

後期高齢者支援金 128,556 118,345 10,211 8.63

前期高齢者納付金 89,576 86,844 2,732 3.15

退職者給付拠出金 1 3 -1 -54.00

病床転換支援金 0 0 0 -51.19

日雇拠出金 4 11 -7 -62.66

保健事業費 22,785 22,381 403 1.80

病院診療所費 3,662 3,776 -114 -3.01

訪問看護事業費 4 7 -3 -44.85

介護老人保健施設費 180 182 -2 -0.90

その他支出 4 11 -7 -62.66

535,586 510,290 25,296 4.96

-8,161 8,240 -16,401

令和５年度健保組合決算見込 経常収支 被保険者１人当たり額 (単位：円)

経

常

収

入

合計

経

常

支

出

合計

経常収支差引額

1. 経常収入とは、収入総額から「調整保険料収入」、「繰越金」、「繰入金(退職積立金繰入、保証金積立金繰入を除く)」、「組合債」、「寄付金」、「国庫補
助金収入(特定健康診査・保健指導補助金を除く）」、「財政調整事業交付金」、「雑収入・不用財産等売払代、補助金等追加収入」、「介護勘定受入」を除
いて算出した額である。

2. 経常支出欄のその他支出とは、「組合債費」、「保険料還付金（調整保険料還付金を除く）」、「連合会費」、「出資金」、「積立金（経常分）」、「雑支
出・その他（経常分）」、「その他」の合計である。

3. 単位未満の数は四捨五入しているため、各項目の計と合計が一致しないことがある。
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５年度決算見込 ４年度決算 増減額
対前年度比伸び率

（％）

保険料 87,184       84,892       2,292 2.70

国庫負担金 27             27 0 0.00

その他 1 1 0 0.00

小計 87,212       84,919       2,293 2.70

1,268         1,239         29 2.34

2,669         2,270         399 17.58

準備金繰入 752           504            248 49.21

退職積立金繰入 44             37 7 18.92

別途積立金繰入 3,316         1,916         1,400 73.07

保証金積立金繰入 0 0 0 0.00

その他 0 0 0 0.00

小計 4,113         2,458         1,655 67.33

0 0 0 0.00

29             29 0 0.00

647           586            61 10.41

72             71             1 1.41

518           571            -53 -9.28

0 0 0 0.00

1,234         1,168         66 5.65

6 18 -12 -66.67

利子収入 43             36 7 19.44

直営保養所利用料収入 41             32 9 28.13

その他の施設利用料収入 213           214            -1 -0.47

不用財産等売払代 84             51 33 64.71

高額医療費貸付金回収金等 0 0 0 0.00

補助金等追加収入 24             49 -25 -51.02

その他 113           126            -13 -10.32

小計 517           508            9 1.77

3 0 3 0.00

98,288       93,836       4,452 4.74

88,313       86,059       2,254 2.62

-1,367 1,368         -2,735

7,115         7,756         -641 -8.26

(378) (3,066) (-2,688) 

特定健康審査等事業収入

病院診療所収入

財政調整事業交付金

介護勘定受入

雑

収

入

その他

収入合計

経常収入合計

経常収支差引額

総収支差引額

前期高齢者交付金

組合債

寄付金等

国庫補助金収入

令和５年度健保組合決算見込 科目別収入額 (単位：億円）

収

入

健

康

保

険

調整保険料収入

繰越金

繰

入

金

1. 総収支差引額欄における括弧内の数値は、総収支差引額から準備金繰入、別途積立金繰入、その他の繰入及び繰越金の額を除いたネットの収支差引額である。
2. 寄付金等は、寄付金、訪問看護事業収入、介護老人保健施設収入の合計である。
3. 高額医療費貸付金回収金等は、高額医療費貸付金回収金、在宅療養支援資金貸付金回収金、出産費貸付金回収金の合計である。
4. 単位未満の数は四捨五入しているため、各項目の計と合計が一致しないことがある。
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５年度決算見込 ４年度決算 増減額
対前年度比伸び率

（％）

1,278 1,244 34 2.73

4 3 1 33.33

1,282 1,246 36 2.89

被保険者分 26,456 24,925 1,531 6.14

被扶養者分 16,933 16,167 766 4.74

高齢者 1,559 1,560 -1 -0.06

高額療養費 1,366 1,329 37 2.78

計 46,314 43,980 2,334 5.31

被保険者分 700 646 54 8.36

被扶養者分 232 227 5 2.20

合算高額療養費付加金 55 50 5 10.00

計 987 923 64 6.93

47,300 44,903 2,397 5.34

14,999 14,414 585 4.06

21,526 19,641 1,885 9.60

0 0 0 0.00

1 2 -1 -50.00

0 0 0 0.00

36,526 34,058 2,468 7.25

513 507 6 1.18

169 162 7 4.32

173 163 10 6.13

2,582 2,524 58 2.30

50 45 5 11.11

1 1 0 0.00

150 144 6 4.17

0 0 0 0.00

176 167 9 5.39

3,815 3,715 100 2.69

0 0 0 0.00

145 127 18 14.17

613 627 -14 -2.23

1,261 1,233 28 2.27

112 38 74 194.74

4 4 0 0.00

115 130 -15 -11.54

91,173 86,080 5,093 5.92

89,680 84,691 4,989 5.89

財政調整事業拠出金

積立金

介護勘定繰入

その他の支出

支出合計

経常支出合計

病院診療所費

小計

保

健

事

業

費

特定健康診査事業費

特定保健指導事業費

保健指導宣伝費

疾病予防費

体育奨励費

在宅療養支援事業費

直営保養所費

高額医療費貸付金等

その他

小計

組合債費

営繕費

保

険

給

付

費

法

定

給

付

費

付

加

給

付

費

小計

拠

出

金

前期高齢者納付金

後期高齢者支援金

病床転換支援金

日雇拠出金

退職者給付拠出金

令和５年度健保組合決算見込 科目別支出額 (単位：億円）

事

務

費

事務所費

組合会費

小計

1. 高額医療費貸付金等は、高額医療費貸付金、在宅療養支援金貸付金、出産費貸付金の合計である。
2. その他の支出は、還付金・訪問看護事業費・介護老人保健施設費・連合会費・出資金・財政運営安定資金・雑支出・その他の合計である。
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令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度決算 令和５年度決算見込

実数 前年度比 実数 前年度比 実数 前年度比 実数 前年度比 実数 前年度比

組合数 1,388 -3.00 1,388 0.00 1,388 0.00 1,383 1,380

被保険者数（人） 16,422,759 -1.97 16,543,548 0.74 16,539,515 -0.02 16,596,713 16,744,284

平均標準報酬月額（円） 378,185 1.58 376,247 -0.51 377,545 0.34 382,912 389,033

平均標準賞与額（円） 1,180,069 3.80 1,129,150 -5.59 1,161,685 2.88 1,219,950 1,237,986

被保険者の平均年齢（歳） 42.57 0.19 42.73 0.16 43.01 0.28 43.24

-5.00 

0.35 

1.42 

5.02 

0.23 43.36

-3.00

0.89

1.60

1.48

0.12

被扶養者数（人） 12,484,161 -2.64 12,261,475 -1.78 11,971,826 -2.36 11,652,600 -2.67 11,352,112 -2.58

扶養率 0.76 -0.01 0.74 -0.02 0.72 -0.02 0.70 -0.02 0.68 -0.02

平均保険料率（％） 9.217 0.01 9.220 0.00 9.231 0.01 9.258 0.03 9.270 0.01

事業主 5.009 0.00 5.009 0.00 5.013 0.00 5.027 0.01 5.034 0.01

被保険者 4.208 0.00 4.211 0.00 4.219 0.01 4.231 0.01 4.236 0.01

過去５年間の適用状況の推移

1. 組合数は３月末の数値である。
2. 被保険者数は年間平均、被扶養者数は3月末の数値である（特例退職被保険者及び特例退職被保険者の被扶養者を含む）。
3. 平均標準報酬月額は保険料免除者分を除いた数値である。
4. 平均標準賞与額は総標準賞与額を平均被保険者数（保険料免除者・任意継続・特例退職被保険者数を除く）で除した数値である。
5. 平均年齢には特例退職被保険者を含む。
6. 扶養率は3月末被扶養者数を3月末被保険者数で除した値である（特例退職被保険者および特例退職被保険者の被扶養者を含む）。
7. 平均保険料率欄は調整保険料率を含む全組合の2月末現在の単純平均値である。
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実 数 前年度比 実 数 前年度比 実 数 前年度比 実 数 前年度比 実 数 前年度比

１．法定給付費等に要する保険料率（％） 8.084 0.17 8.029 -0.05 8.445 0.42 8.232 -0.21 8.531 0.30

２．実質保険料率（％） 8.654 0.17 8.595 -0.06 9.025 0.43 8.806 -0.22 9.116 0.31

（参考）実質保険料率（単純平均）（％） 8.795 0.15 8.775 -0.02 9.224 0.45 9.112 -0.11 9.354 0.24

３．法定給付費等に要する保険料率が

  協会けんぽの保険料率以上の組合数
81 17 99 18 180 81 128 -52 160 32

全組合に対する割合（％） 5.84 1.24 7.13 1.30 12.98 5.85 9.26 -3.72 11.59 2.34

４．保険料率が協会けんぽ料率以上の組合数 304 10 308 4 307 -1 315 8 314 -1

全組合に対する割合（％） 21.90 0.80 22.21 0.30 22.13 -0.07 22.78 0.64 22.75 -0.02

（参考）協会けんぽの保険料率（％） 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00

５．保険料収入に対する拠出金の割合（％） 41.66 1.80 43.32 1.66 44.18 0.86 40.12 -4.06 41.89 1.78

・後期高齢者支援金の割合（％） 23.99 1.27 24.51 0.52 24.36 -0.15 23.14 -1.22 24.69 1.55

・前期高齢者納付金の割合（％） 17.65 0.62 18.81 1.16 19.82 1.01 16.98 -2.84 17.20 0.22

・退職者給付拠出金の割合（％） 0.02 -0.08 0.01 -0.02 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

・拠出金＋法定給付費の割合（％） 90.53 1.39 90.00 -0.53 94.51 4.50 91.93 -2.58 95.02 3.09

過去５年間の財政指標数値の推移

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度決算 令和５年度決算見込

1. 財政指標数値の算出は、経常収支ベースの数値を用いている。
2. 法定給付費等に要する保険料率＝｛(全組合の経常法定給付費合計ʷ全組合の組合員現物給付費換算額合計）＋（全組合の納付金合計ʷ全組合の前期高齢者交付金合計）｝÷全組合の総報酬額合計。
3. 実質保険料率＝｛全組合の経常支出合計ʷ(全組合の経常収入合計ʷ全組合の健康保険料収入の保険料合計）｝÷全組合の総報酬額合計。

(参考）実質保険料率（単純平均）＝全組合の実質保険料率合計÷組合数。
4. 法定給付費等に要する保険料率および実質保険料率の算出には東電福島第一原発減免額を除いている。
5. 拠出金の未済分は、前期高齢者納付金で調整している。
6. 端数整理のため、計数が整合しないことがある。
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平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
令和５年度

決算見込

① 法定給付費 49.06             49.42             48.92             48.51             48.29             48.87             46.68             50.33             51.81             53.12             

② 拠出金 43.82             42.70             41.82             43.62             41.75             41.66             43.32             44.18             40.12             41.89             

（再掲）後期高齢者支援金

（老人保健拠出金）
21.35             21.51             21.40             22.67             22.88             23.99             24.51             24.36             16.98             17.20             

（再掲）前期高齢者納付金

（退職者給付拠出金）
22.47             21.19             20.42             20.95             18.87             17.67             18.81             19.82             23.14             24.69             

合計

(①＋②)
92.89             92.12             90.74             92.13             90.04             90.53             90.00             94.51             91.93             95.02             

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度  令和４年度
令和５年度

決算見込

① 法定給付費 52.82             53.65             53.91             52.65             53.64             53.98             51.86             53.25             56.36             55.91             

② 拠出金 47.18             46.35             46.09             47.35             46.36             46.02             48.14             46.75             43.64             44.09             

合計

(①＋②)
100.00           100.00           100.00           100.00           100.00           100.00           100.00           100.00           100.00           100.00           

過去10年間の保険料収入に対する法定給付費、拠出金、義務的経費の割合の推移 (単位：％)

過去１０年間の法定給付費及び拠出金の義務的経費に対する割合の推移 (単位：％)

1. 上記数値の算出には、経常収支ベースの数値を用いた。また、端数整理のため、計数が整合しないことがある。
2. 義務的経費とは、法定給付費と拠出金の合計である。
3. 拠出金には「病床転換支援金」および「日雇拠出金」を含む。

1. 上記数値の算出には、経常収支ベースの数値を用いた。また、端数整理のため、計数が整合しないことがある。
2. 義務的経費とは、法定給付費と拠出金の合計である。
3. 後期高齢者支援金欄は「後期高齢者支援金」と「老人保健拠出金」の合算値である。また、前期高齢者納付金欄は「前期高齢者納付金」と「退職者給付拠出金」の合算値である。
4. 拠出金には「病床転換支援金」および「日雇拠出金」を含む。
5. 拠出金の未済分は、前期高齢者納付金で調整している。
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平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
令和５年度

決算見込

① 法定給付費 4.286  4.371  4.339  4.329  4.315  4.362  4.163  4.496  4.638  4.768  

② 拠出金 3.828  3.777  3.709  3.893  3.730  3.718  3.864  3.947  3.591  3.760  

後期高齢者支援金・

老人保健拠出金
1.865  1.903  1.899  2.023  2.045  2.141  2.186  2.176  2.071  2.216  

後期高齢者支援金 1.865  1.903  1.899  2.023  2.045  2.141  2.186  2.176  2.071  2.216  

老人保健拠出金 0.001  0.001  0.001  0.001  -   -   -   -   -   -   

前期高齢者納付金・

退職者給付拠出金
1.963  1.874  1.811  1.870  1.686  1.577  1.677  1.770  1.520  1.544  

前期高齢者納付金 1.624  1.686  1.695  1.760  1.663  1.576  1.677  1.770  1.520  1.544  

退職者給付拠出金 0.340  0.189  0.117  0.111  0.023  0.002  0.001  -   -   -   

合計

(①＋②)
8.114  8.148  8.048  8.221  8.045  8.080  8.027  8.443  8.229  8.528  

過去10年間の法定給付費、拠出金、義務的経費の所要保険料率の推移 (単位：％)

1. 上記数値の算出には、経常収支ベースの数値を用いた。また、端数整理のため、計数が整合しないことがある。
2. 義務的経費とは、法定給付費と拠出金の合計である。
3. 後期高齢者支援金欄は「後期高齢者支援金」と「老人保健拠出金」の合算値である。また、前期高齢者納付金欄は「前期高齢者納付金」と「退職者給付拠出金」の合算値である。
4. 拠出金には「病床転換支援金」および「日雇拠出金」を含む。
5. 拠出金の未済分は、前期高齢者納付金で調整している。
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５年度 ４年度 ５年度 ４年度 ５年度 構成割合(%) ４年度 構成割合(%)

35％未満 81 97 10 19 91 6.59 116 8.39

35～40％未満 181 178 65 68 246 17.83 246 17.79

40～45％未満 322 307 113 116 435 31.52 423 30.59

45～50％未満 343 352 58 45 401 29.06 397 28.71

50～55％未満 163 156 8 5 171 12.39 161 11.64

55～60％未満 31 31 0 1 31 2.25 32 2.31

60～65％未満 5 7 0 0 5 0.36 7 0.51

65～70％未満 0 1 0 0 0 0.00 1 0.07

70％以上 0 0 0 0 0 0.00 0 0.00

計 1,126 1,129 254 254 1,380 100.00 1,383 100.00

平均 44.15 43.85 44.00 43.29 44.09 - 43.64 - 

令和５年度決算見込 義務的経費に占める拠出金の割合別組合数

単一組合 総合組合 全組合

1. 義務的経費とは、法定給付費と拠出金の合計である。
2. 構成割合は、小数点第3位以下を四捨五入しているため、係数が整合しないことがある。
3. 組合数は、本会へ報告のあった1,380組合である。（以降、同様。）
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単一組合 総合組合 全組合 構成割合（％）

5.5％未満 2  -  2  0.1

5.5％～6.0％未満 1  -  1  0.1

6.0％～6.5％未満 13  -  13  0.9

6.5％～7.0％未満 14  -  14  1.0

7.0％～7.5％未満 24  -  24  1.7

7.5％～8.0％未満 51  2  53  3.8

8.0％～8.5％未満 116  2  118  8.6

8.5％～9.0％未満 187  8  195  14.1

9.0％～9.5％未満 235  33  268  19.4

9.5％～10.0％未満 277  101  378  27.4

10.0％ 89  49  138  10.0

10.0％超～10.5％未満 61  34  95  6.9

10.5％～11.0％未満 32  18  50  3.6

11.0％～11.5％未満 19  7  26  1.9

11.5％～12.0％未満 3  -  3  0.2

12.0％以上 2  -  2  0.1

計 1,126  254  1,380  100.0

令和5年度決算見込  保険料率別組合数

1. 保険料率には調整保険料率が含まれる。なお、全組合平均は 9.27%である。
2. 保険料率10.0%（協会けんぽ料率）以上を設定している組合は、314組合（単一：206組合、総合：108組合）で全組合の22.75％を占める。
3. 「構成割合（%）」欄の数値については端数整理のため、計数が整合しないことがある。
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１．適用状況

５年度決算見込 ４年度決算 増減数 対前年度比伸び率（%）

11,929,835  11,918,030  11,805 0.10

9,201,412   9,086,322   115,090 1.27

551  554  -3 -0.54

78,056  79,586  -1,530 -1.92

436,279   431,223   5,056 1.17

1,439,500   1,426,746   12,754 0.89

事 業 主 9.002 9.006 -0.004 -0.04

被保険者 8.819 8.823 -0.004 -0.05

計 17.821   17.828   -0.007 -0.04

２．収支状況

５年度決算見込 ４年度決算 増減額 対前年度比伸び率（%）

11,041  10,791  250 2.32

335  215  120 55.94

174  131  43 32.96

国庫補助金受入 -  -  0 0.00

4  4  0 5.09

0  1  -1 -73.91

11,555  11,142  413 3.70

10,432  10,023  408 4.08

介護保険料還付金 2  2  0 2.24

積立金 28   36   -8 -22.92

6  18   -13 -69.65

0 0 0 -89.02

10,467  10,080  387 3.84

1,088  1,062  25 2.36収支差引額

その他の収入

収入合計

支

出

介護納付金

一般勘定繰入

その他の支出

支出合計

収

入

介護保険収入

繰越金

繰入金

一般勘定受入

平均標準報酬月額（円）

平均標準賞与額（円）

介護保険料率(‰)

(２月末）

  (単位：億円)

特定被保険者数(人)

令和５年度 介護保険決算見込状況

介護保険第２号被保険者数（人）

介護保険第２号被保険者たる

被保険者数（人）

特定被保険者制度導入組合数

1. その他の収入とは「雑収入」と「その他」の合計、その他の支出とは「雑支出」と「その他」の合計である。
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１．収支状況

５年度決算見込 ４年度決算 増減額 対前年度比伸び率（%）

118,980   117,727   1,253 1.06

3,614  2,346  1,268 54.03

1,880  1,431  448 31.33

国庫補助金受入 -  -  0 0.00

41   39   1 3.80

4  16   -12 -74.23

124,519   121,560   2,958 2.43

112,419   109,355   3,064 2.80

介護保険料還付金 19   19   0 0.99

積立金 301  395  -94 -23.86

60   200  -140 -70.02

0 0 0 89.16

112,799   109,969   2,830 2.57

11,720  11,591  129 1.11

令和５年度 介護保険決算見込 被保険者１人当たり状況

  (単位：円)

収

入

介護保険収入

繰越金

繰入金

一般勘定受入

その他の収入

収入合計

支

出

介護納付金

一般勘定繰入

その他の支出

支出合計

収支差引額

1. その他の収入とは「雑収入」と「その他」の合計、その他の支出とは「雑支出」と「その他」の合計である。
2. 1人当たり額とは、介護第2号被保険者たる被保険者および特定被保険者を合計した1人当たり額である。
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介護保険料率 組合数 構成割合（%） 合算保険料率 組合数 構成割合（%）

1.2％未満 1  0.1 7.0％未満 2  0.1

1.2％～1.3％未満 5  0.4 7.0％～7.5％未満 1  0.1

1.3％～1.4％未満 -  0.0 7.5％～8.0％未満 5  0.4

1.4％～1.5％未満 16 1.2 8.0％～8.5％未満 9  0.7

1.5％～1.6％未満 36 2.6 8.5％～9.0％未満 23 1.7

1.6％～1.7％未満 177 12.8 9.0％～9.5％未満 38 2.8

1.7％～1.8％未満 384 27.8 9.5％～10.0％未満 77 5.6

1.8％～1.9％未満 462 33.5 10.0％～10.5％未満 148 10.7

1.9％～2.0％未満 168 12.2 10.5％～11.0％未満 249 18.0

2.0％～2.1％未満 98 7.1 11.0％～11.5％未満 333 24.1

2.1％～2.2％未満 24 1.7 11.5％～12.0％未満 349 25.3

2.2％以上 9  0.7 12.0％～12.5％未満 96 7.0

計 1,380           100.0 12.5％～13.0％未満 41 3.0

13.0％以上 9  0.7

計 1,380           100.0

令和５年度決算見込 介護保険料率別組合数 令和５年度決算見込 合算保険料率別組合数

1. 介護保険料率の全組合平均は、1.782％である。
2. 「構成割合（%）」欄の数値については端数整理のため、計数が整合しないことがある。

1. 合算保険料率とは一般保険料率＋調整保険料率＋介護保険料率の合計である。なお、合算保険
料率の全組合平均は、11.05％である。

2. 「構成割合（%）」欄の数値については端数整理のため、計数が整合しないことがある。
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平均保険料率 実質保険料率

令和５年度 令和４年度 伸び率（％） 伸び率（％） （％） （％）

-8,161 8,240 389,033 1.60 1,237,986 1.48 9.27 9.35

-8,036 9,594 405,183 1.80 1,463,656 1.50 9.14 9.20

-8,345 6,232 365,462 1.37 914,245 1.91 9.83 10.04

-60,008 7,470 406,841 1.02 1,435,907 13.55 9.50 10.47

11,449 28,158 414,568 1.38 1,647,697 3.87 9.30 8.89

8,293 21,205 352,125 1.25 1,109,183 3.08 9.54 9.49

932 835 307,858 0.88 761,353 6.33 9.49 9.59

-19,639 9,665 353,214 1.06 942,425 -0.55 9.61 10.67

-35,309 5,479 328,442 0.50 827,169 -1.93 10.00 10.24

11,272 13,825 385,482 1.56 1,077,550 4.84 9.43 9.48

-10,263 7,070 415,894 1.50 1,627,243 -1.17 9.04 9.02

-13,545 11,437 394,074 1.66 1,611,147 0.09 9.47 9.61

-7,860 14,932 412,584 1.52 1,660,432 0.72 9.17 9.19

-15,366 7,463 370,901 1.70 1,299,115 1.79 9.54 9.58

-10,632 9,985 370,957 1.37 1,125,945 3.19 9.29 9.32

-28,692 -23,805 265,522 2.50 513,910 -0.68 10.11 10.66

-14,028 -5,137 298,551 1.74 693,351 6.12 9.77 10.04

-22,233 -7,060 418,087 1.96 1,485,564 1.57 9.13 9.39

1,205 13,114 406,540 2.29 1,233,724 1.91 8.64 9.95

-7,161 1,014 372,678 2.27 977,098 10.87 9.74 9.93

-5,475 15,670 409,322 1.40 906,648 -1.00 8.79 8.85

-12,079 8,108 469,421 0.67 1,476,401 0.51 8.84 9.08

-16,681 -4,517 273,226 2.85 333,784 11.70 10.19 10.63

-8,360 -4,273 375,716 0.70 851,116 -3.71 9.45 9.44

-14,952 8,556 435,219 0.16 1,560,601 1.65 8.09 8.25

3,257 10,864 336,945 4.48 1,085,213 4.35 9.99 10.10

26,260 6,061 343,659 4.17 790,534 22.80 9.25 8.71

8,544 21,276 282,801 1.96 504,418 4.65 8.71 8.02

14,187 41,424 515,033 1.74 1,364,420 -3.38 8.13 7.91

-2,209 4,233 378,875 2.07 1,062,719 6.43 9.32 9.49

業態計(1,380)

単一組合(1,126)

総合組合(254)

農林水産業(1)

建設業(55)

食料品・たばこ製造業(45)

繊維製品製造業(28)

木製品・家具等製造業(6)

紙製品製造業(6)

印刷・同関連業(7)

化学工業・同類似業(155)

金属工業(48)

機械器具製造業(267)

その他の製造業(42)

卸売業(78)

飲食料品小売業(17)

飲食料品以外の小売業(90)

金融業、保険業(174)

不動産業、物品賃貸業(10)

運輸業(78)

情報通信業(80)

電気・ガス・熱供給・水道業(21)

宿泊業、飲食サービス業(13)

医療、福祉(40)

教育・学習支援業(12)

複合サービス業(19)

生活関連サービス業、娯楽業(19)

労働者派遣業(6)

学術研究、専門・技術サービス業(20)

その他サービス業(41)

公務(2) -41,066 -35,670 319,325 -1.85 1,220,394 8.61 9.50 9.79

令和５年度決算見込 業態別財政指標

被保険者１人当たり経常収支差引額（円）  標準報酬月額（円）  標準賞与額（円）

１. カッコ内は令和６年３月末時点で存在する組合数である。

２. 平均保険料率及び実質保険料率は単純平均である。

３. 平均保険料率及び実質保険料率は調整保険料率を含む。
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